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A. Citizenshipとは何か

1.「国民」と「市民citizen」
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■近代国民国家の国民
：二重的アイデンティティ
：国民は、エトノスであり、共有された運命、記憶、道徳的共感の共同体でな

がら、その一方では、デモスであり、エトノスにかかわらず、民主的に参政
権を与えられたあらゆる市民の総体でもある。 (Benhabib 2004: 211)。

1. 国民と市民
（1）「国民」とは

■エトノス（ethnos）・デモス（demos）
〇エトノス：特定の文化・習慣を共有する人々のことであり、ある時には地域の

特定の集団、またある時にはおなじ集団の構成員である意識を共有する人たち。
国境を超えて文化を共有する場合もある。

〇デモス：諸個人間で民主的に契約を結ぶことで、「国民国家」を形成しようと
する人たち。「村（共同体）」および「民衆」を意味するギリシア語。

※質問：①「アイヌ」「琉球」は？ ②植民地朝鮮・台湾は？ ③技能実習生は？
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■Benhabib 定義
：市民は、「領土内で居留する成員資格の権利をもち、国家の行政的な命令に従

い、そして理想的には、その名のもとで法が公表され、行政が実施される、そ
うした民主的な主権者の成員としての個人である」(Benhabib 2004: 144)。

1. 国民と市民
（2）「市民 citizen」とは

※質問：「熊本市民」と「市民」は、違うのか？

■Max Weber「市民資格のモデル」
：居留、行政的服従、民主的参加、文化的成員資格の統一性が、
「西洋」近代国家の「理念型」的な市民資格のモデルを構成している。
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A. Citizenshipとは何か

２. Marshall Citizenship：権利と義務
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■Keith Faulks
：一連の権利、義務および責務をそのなかに包み込み、そして平等、正義（公

正）および自治（自律）を含意するメンバーシップのステータスである。
(Keith Faulks 2000: 13)

1. Citizenship 定義
: Keith Faulks, Bellamy, Benhabib

■Benhabib
：国民国家、多民族国家、あるいは国家連合体の構造をもった、

境界づけられた政治共同体の成員資格を意味。(Benhabib 2004: 144)

※質問：①「Citizenship」と「市民権」の差は？ （”権利と責務”）

②「Citizenship」と「国籍」の差は？ （”境界づけられた”）（”EU”）

■Bellamy
：所与の政治共同体に関する特定の公共的権利と義務を包含する政治的実践の過程。

①公共善への献身、②自立、③政治共同体に利害関係を持つ（Bellamy 2008:55）
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■市民的権利
：絶対主義国家の誕生とともに現れたもので、もっとも基本的な形式においては、

生命、自由、財産の保護への権利、良心の自由への権利、そして交易や婚姻の
権利といった、いくつかの結社の権利をともなっていた。

2. T･H･Marshallのシティズンシップ
: 権利と責務（市民的・政治的・社会的）

■社会的権利
：過去2世紀の労働者、女性、その他の社会運動の闘争をつうじて歴史的に獲得され

た権利。労働組合や結社、医療保険、失業給付金、老齢年金、児童手当、住宅、
教育助成金などの権利 (T. H. Marshall 1987)。

※質問：「技能実習生」はどこまでの「権利と義務」を持っているのか？

■政治的権利
：公職に就き、それを求め、自由な報道機関や自由な学問と文化の制度などの、

政治的および非政治的な結社を設立する自己決定の権利を表している。
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A. Citizenshipとは何か

3. Citizenship：範囲・本質・深さ
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■国家と国家の間の境界線
：形状的には物理的境界線と文化的境界線の双方によって決定
：政治体制への包摂と排除、文化的（民族的）包摂と排除についてのこと

■社会的Citizenshipの現代的なジレンマ
：「排他的コミュニティしての国家」と

「普遍的なステータスとしてのシティズンシップ」との間の緊張関係
：「文化と民族」の関係、「民族と国家」の関係など (Keith Faulks 29-30)。

3. Citizenship：範囲・本質・深さ

（1）Citizenship 範囲

※質問：「技能実習生」Citizenship 範囲、決定過程？

①国家の必要性、②国連総会「奴隷、隷属、人身取引の撤廃の項目」として、技能

実習制度について「労働搾取目的の人身取引、強制労働が存続している」と勧告、

③アメリカ国務省が「人身取引」を「現代の奴隷制」として指摘
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■対立・相互補完？
：①「権利」と「責任」との関係、②「社会的権利」と「市民的権利」との関係、

③「市場権利」と「シティズンシップ」との関係

■「普遍的」 ･「集団的差異化」シティズンシップ
：①多元的な社会なかで「普遍的シティズンシップ」は維持され得ないのか？

②集団のアイデンティティと権利および「集団的差異化シティズンシップ」
(Kymlicka)は認めるべきなのか？

③「個人の権利」と「集団権利」との関係？ ④「平等」と「差異」との関係？
⑤「コミュニケーション政治の構築」と「集団的差異化シティズンシップ」

との関係？

3. Citizenship：範囲・本質・深さ

（2）Citizenship 本質

※質問：①「アイヌ集団」Citizenship、「普遍的」Citizenship、衝突しない？

②「在日コリアン」特別永住権、「日系南米人」定住者資格
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■権利と責務
：①責務の実践の程度、②社会的権利と参加との関係、

③民主主義とシティズンシップの関係、

■個人と集団
：①政治共同体と個人の関係、 ②私的領域の民主化等、 ③市民の相互連関、

④シティズンシップに基づくアイデンティティの再構成と市民の結合、

3. Citizenship：範囲・本質・深さ

（3）Citizenship 深さ

※質問：「在日コリアン」の場合、

①「国家」への責務：日本（参政権/税金）・韓国（参政権/税金）？

②「多元的政治共同体」への責務？

「国家」だけではなく
「多元的政治共同体」への責務
＝local・national・transnational

・regional・global
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B. 脱近代時代のCitizenship

1. Global化 → 脱領土化・再領土化
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1. Global化 → 脱領土化・再領土化

（1）Global化 → 脱領土化

■脱領土化 (deterritorialized) → 多元的 Citizenship
：①Citizenshipの変容 (reconfigured)

②領土性、行政的管理、民主的正統性、文化的アイデンティティ（国家４機能）
→Citizenshipの理論と実践に影響

■政治的成員資格(political membership)
①外国人やよそ者、移民やニューカマー、難民や庇護申請者

：現存する政体に編入←→成員資格を規制（National Citizenship観点）
②国家主権が揺らぎ、 National Citizenship制度が解体

：国民国家体系→政治共同体の境界線は、成員資格を規制【不十分】
③Post-Westphalian体制（脱主権国家体制）

：領土的な境界線を超える諸国民の移動→規範的な規制にも言及すべき。
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■Citizenshipの分解 (disaggregation)
：矛盾した方向へ
：①一方でナショナル・シティズンシップの重要性を肯定

②市民と外国人の法的地位の区別を最小化
（例）EU→地方的、国家的、超国家的権利に「第3国の国民」排除

＝所与の領土での継続的な居留
：国民的アイデンティティ、政治的権利の享受、共通の行政的命令への服従

→のような【一元的Citizenshipモデル】解体

1. Global化 → 脱領土化・再領土化

（1）Global化 → 脱領土化

※質問：日本の「341万人」（広島県：280万、京都府：257万）→ 主権・領土：不一致

■多元的 Citizenship 
：ローカル・ナショナル・リージョナル・シティズンシップが共存している
【flexible国境】 「開かれた」国境より、「入りやすい」国境を求める
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B. 脱近代時代のCitizenship

2. 「普遍的人権」←→「民主的主権」
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1. Global化 → 脱領土化・再領土化

（２）Global化 → 再領土化

■再領土化 (reterritorialized)
①(二)重国籍 認定国家：世界80%（米・英・仏・独・伊・露・比・Mexicoなど）
②排除→包摂：領土と主権を一致させようとする努力

：「民主的反復」→「法生成的政治」（Benhabib,211-212）

■「民主的反復(反芻 iteration)」→「法生成的政治」
：「民主的主権」と「普遍的人権」との間に合意を導出する
：移民者、難民、庇護申請者のような「他者の権利」の場合、

「国際人権規範と国際機構の発展」
→「普遍的人権」「民主的主権」との協議の促進に寄与

2025/10/01



17

1. Global化 → 脱領土化・再領土化

（２）Global化 → 再領土化

■「エトノスethnos」と「デモスdemos」の交渉
：他者の存在と権利をめぐる「民主的反復」→ Citizenship再構成
：「国民」の範囲を決定（Benhabib, 211-212）

■成員資格への人権 (The human right to membership)

：いったん入国が行われると、成員資格への道は閉ざれるべきではない。
：討議理論的な観点（Benhabib, 140）

「居住者が永遠の外国人でありつづけること」
→その国民のコミュニケーション的自由と道徳的人格性が否定されたこと

※質問：「技能実習生 制」→「育成就労 制」：Citizenship再構成（再領土化）？
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⚫ 脱国家的市民権 postnational citizenship

-中南米国家の一部=二重国籍 : flexible citizenship

-アムステルダム=都市 市民権 (下位国家的 市民権)

-EU 市民権 (上位国家的 市民権)

⚫ 国家主権の再領土化
-国民国家 市民権の「拡張」（受容的）=「下から」の再領土化

-民族/種族的 他者→国家主権の「外部」ではなく「内部」へ

= 民主主義の外部の内部化

- 「境界がないと民主主義もない」 (Benhabib)

=「普遍的人権」を受容した法と制度を…「法生成的政治学」

[補足] 脱領土化と再領土化

2025/10/01 18
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B. 脱近代時代のCitizenship

3. 「多文化 Citizenship」と
「Cosmopolitan Citizenship」
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３. 「多文化 Citizenship」と「Cosmopolitan Citizenship」

（1）多文化 Citizenship [Kymlicka] 

■社会固有文化（societal culture）→集団別（集団差等化された）権利
：主流社会の社会固有文化、少数者の社会固有文化の権利と自由を保障
：文化的少数者集団に「多文化的Citizenship」を与える。

①自治権（self-government rights）、②エスニック文化権（polyethnic rights）、
③特別代表権（special-representation rights）

■国家の「国民」作り←→少数者の「集団別権利」要求
：意義 ①永久的に排除されてはならない人種文化的集団、②多元主義的で寛容的

③少数民族の独特な社会文化を維持→「固有な民族作り」を許容すべき

：限界 ①特定文化集団に特殊権利を付与→自由主義原則に違背（平等と非差別）
②特定集団の文化→内部構成員達の自由を抑圧（個人の自由を侵害）

※質問：「朝鮮学校」女学生のチマチョゴリ → 個人の選択自由を抑圧する？
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３. 「多文化 Citizenship」と「Cosmopolitan Citizenship」

（2）Cosmopolitan Citizenship  [D. Held] 

■「Cosmopolitan主権」「多層型Governance」
①主権 →固定された国境や領土(x)、Cosmopolitan民主的基本法に属する(O)
②多様なレベルで自治機能を発揮 → 多層型Governance

：国家単位外、Region・Globalな単位（政治制度を強化）（Held, 2010：76）

■ 重複型運命共同体
：national・trans-national、複数 Citizenshipを享受

重複・多様な権力と権威の形態を反映した共同体：再接合され、再強化される
：批判＝重複型運命共同体の中に、国境より深刻な様々な「境界」が存在すべき。

※質問：「国境」がなくなったら、「どのような世界」になる？ （良い・悪い）
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C. 日本のCitizenshipと多文化共生

1. 「1990年」以前：在日コリアン
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1. 「1990年」以前：在日コリアン Citizenship

（1）在日コリアンの動きと主な地位の変化

■ 45年～52年→入管令・外登法の改正 ：日本国籍から外国人へ、朝鮮学校閉鎖令に反対運動

■ 55年～60年代→総連・帰国(北送)・大村収容所

①55年、総連結成、「海外公民」概念の登場 ②59年、1次帰国船、帰国協定の破棄(67年)

③58年・60年・68年、大村収容所の収容者：韓国への送還

④63年:共和国(北)の国籍法、65年:日韓協定・「協定永住権」問題

■ 70年～79年→差別撤廃闘争

①70年、朴鍾碩：日立製作所・就職差別訴訟(74年：勝訴）

②75年、民族差別と戦う連絡協議会、崔昌華 牧師：NHKと名前表記訴訟、

：金敬得(韓国籍のまま最初司法修習生)

■ 80年～93年→指紋押捺拒否闘争

①80年、韓宗碩：新宿区役所で一人指紋押捺拒否(85年:1万名突破）

②88年(改定外登法：一生1回)→93年(特別永住者：除外）

③82年(「特別永住制」導入←「難民認定法」)、 ④90年(改定外登法の施行）、

⑤91年（入管特例法施行：「特別永住」一元化） ⑥93年(永住者：指紋押捺制度から除外）
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1. 「1990年」以前：在日コリアン Citizenship

（２）「海外公民」：居留・永住 → ‘国民’から’市民’へ

■ 55年～60年代→「国民」・「領土主権」・「居留」・「国家」

：55年「総連」の結成

：60年代の「帰国運動」＝「朝鮮」という「国家」が優先

■ 70年以後→「trans-national市民」・「永住」・「多元的政治共同体」

：70年、朴鍾碩：日立製作所・就職差別訴訟(74年：勝訴）

：70年代「差別撤廃闘争」・80年代「指紋押捺拒否闘争」

→ 二重国籍(denizenship・永住権・transnational市民権）

※「Identityの変化」

＝「民族・文化」identityは、固定されていない。

＝特に、世代の変化と共に、変化していく。
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1. 「1990年」以前：在日コリアン Citizenship

（3）市民権の変容：市民権の「深さ」「範囲」

■55年～60年代→「国民国家」と「市民権」一致

■70年以後→国民主権の脱領土化：認定、trans-national市民権の登場

①深さ＝「権利」と「責務」

：「市民的権利・社会的権利・政治的権利」

：「国家」だけではなく「多元的政治共同体」への責務

＝local・national・transnational・ regional・global

：「討議民主主義」による法生成的政治(民主的反芻）

②範囲＝membershipの範囲

：旧植民地出身者(old comer)・new comer

：韓国籍→朝鮮籍→old comer子孫

：「排除」から「統合」へ←「難民認定法(82)」
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1. 「1990年」以前：在日コリアン Citizenship

（3）市民権の変容：市民権の「深さ」「範囲」

■55年～60年代→「国民国家」と「市民権」一致

■70年以後→国民主権の脱領土化：認定、trans-national市民権の登場

③内容＝60年代総連の「国家」中心「海外公民論」

＝「個人」と「共同体」との関係

＝70年代「差別撤廃闘争」の消極的だった理由

：映画「血と骨」＝「祖国」の内面にあるジェンダー（市民的権利と責務）

：映画「dear平壌」＝国家を優先、個人の移住する自由の制限

：映画「月はどっちに出ている」＝祖国を越え、他者(在日フィリッピン人)との

transnational-citizenshipへの可能性

④脈絡context＝国民国家社会→グローバル社会

：国連難民条約の批准（82年）、日韓外相会議（91年）

：グローバル化(国家主権の脱領土化)と国家の包摂(永住権の拡大)
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C. 日本のCitizenshipと多文化共生

2. 「1990年」以降：研修・実習・育成

2025/10/01



28

1. 「1990年」以降：研修・実習・育成

（1）研修・実習・育成制度の変容

■1960年代後半 海外の現地法人などの社員教育として行われていた研修制度

■1982年 日本の企業が海外から本格的に外国人研修生を招集し始める。

■1990年 「監理団体」による外国人研修生の受け入れが始まる。

■1993年 「技能実習制度に係る出入国管理上の取扱いに関する指針」

■2010年 入管法が改正され、「技能実習」在留資格

■2016年 「技能実習法」が定められる。

■2017年 「外国人技能実習機構」が設立される。

■2019年 「特定技能」在留資格、誕生

（特定技能2号→1号では認められていない家族の帯同可能）

■2024年 「育成就労制度」スタート。（2030年までは技能実習制度と併存）

：転籍の範囲を拡大・明確化し、手続を柔軟化
：就労目的の在留資格。特定技能への移行がスムーズ、定住･永住化
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1. 「1990年」以降：研修・実習・育成

（2）研修・実習・育成制度の変容とCitizenship

■社会的権利とCitizenship

①90年代以前の在日コリアン：70年代以降、脱領土化→越境型Citizenship
：「就職差別」「年金差別」「公営住宅差別」→民主的反復・法生成的政治→「特別永住権」

②90年代以降の移住労働者：労働者としての認定過程
：「研修」最低賃金より低い賃金、「技能実習」名目上実習、「育成就労」労働者の権利

■市民的権利とCitizenship

①90年代以前の在日コリアン： 80年代「指紋押捺拒否」→自由な市民
：「指紋押捺」監視と差別→民主的反復・法生成的政治→「指紋押捺」撤廃

②90年代以降の移住労働者：
：「研修」「技能実習」転籍自由なし（奴隷制）、「育成就労」転籍自由一部回復

： 「普遍的人権」「民主的主権」との協議

①「移住連」など活動、②米国国務省「奴隷制」圧力、③日本市場要求

2025/10/01
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D. グローバル市民とCitizenship

1. with Global South 共生 Citizenship

気候正義
(Climate Justice)

2025/10/01
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■気候正義（Climate Justice）
：気候変動の影響を受ける人々の中で、最も被害を受けやすい立場にいる人々

が、不公平な負担や被害を受けないよう、責任の所在や被害の共有を公平か
つ公正に行おうとする考え方と概念

：主な目的は、気候変動の責任は主に先進国にあると認識し、被害を受けてい
る途上国や社会的弱者への支援を行うとともに、気候変動の根本的な解決策
を見出すこと(@Friend of Earth Japan)。

1. グローバル市民とCitizenship
（1）「気候正義」とは

■気候正義のポイント
〇気候変動の責任所在：化石燃料の大領消費→先進国(Global North)・富裕層
〇気候変動の悪影響システム変革：途上国(Global South) ・貧困層・社会的弱者が

大きく被害を受けるシステムの変革

2025/10/01
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1. グローバル市民とCitizenship
（2）「気候正義」と温室効果ガスの排出量（世界人口との比較）

2025/10/01
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1. グローバル市民とCitizenship
（2）「気候正義」とCO2国家別排出量

米

日

中

印

2025/10/01



2025/10/01 34

① 難民支援古着集め・ZeroWaste

（2021年）



2025/10/01 35

■難民支援古着集め・ZeroWaste・多文化共生
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11/15 難民支援古着発送

■難民支援古着集め・ZeroWaste・多文化共生
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：11/13「Fair Trade国際フォーラムin熊本」 発表・進行

■難民支援古着集め・ZeroWaste・多文化共生
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② ネパール冷害支援・苗木支援

（2020-22年）
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①NEPAL 冷害水害支援
（2020年）

■復興支援と水害・冷害支援
：水害支援として、テントなど支援
：冷害支援として、鋸など支援
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②NEPAL苗木支援
（2021年）

■水害対策、苗木支援
：苗木7,000個

有機肥料など
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②袋デザイン変更[苗木]（2022年）

■ヒマラヤの薫り
：粉・豆

■ラオスの薫り
：粉・豆
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③気候変動のNEPAL☕村
への苗木支援（2022年）

■気候変動･水害対策、
苗木支援

：苗木7,000個
有機肥料など
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③NEPAL苗木支援と制服支援
（2023年）

■気候変動･水害対策、苗木支援
：苗木6,000個, 有機肥料など

■小学校制服支援（持続可能な珈琲村）

：コーヒー村小学校85名
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③NEPAL苗木･学校制服支援
（2023年） ■水害→苗木支援

：苗木6,000本
有機肥料など

■小学校制服支援
：コーヒー村

小学校85名
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③ 気候正義(Climate Justice) 活動

（2022年）
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①「気候正義」活動
（2022年5月）

■熊本学園大学FairTrade研究会
：2022年5月、世界FairTrade day月間

：「気候正義とFair」活動
①FairTrade☕試飲会 ②気候正義Campaign

https://www.youtube.com/watch?v=Bb3WhUeNlw8
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①「気候正義」活動 （2022年5月） https://www.youtube.com/watch?v=Bb3WhUeNlw8
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②「気候正義」活動（2022年5月）

■世界FairTrade Day月間 ：世界FairTrade機構

： 2022Theme「気候正義とFAIR」 (WFTO) 

■熊本学園大学FairTrade研究会
：2022年5月、1か月間 ：「気候正義とFair」活動

③壁新聞、④WFTO動画和訳
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②「気候正義」活動（2022年5月）
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③「ZeroWaste☕」活動
＠熊本FTマルシェ (2022年11月)

■Zero Waste  量り売り
：Coffee容器

持ってくると
：包装材費用

50円引き

■容器を出せ！勇気を出せ！
：「容器」を出すためには、

「勇気」が必要である！
：でも、地球を救うためには、

「容器」を出せ！「勇気」を出せ！

coffee
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④ 気候正義･KPOP Save Earth 活動

（2023年）



「KPOP・ SAVEEARTH@KUMAGAKUUNIV.」

⚫インスタグラムでの広報活動

⚫「KPOPと地球を守る活動」をテーマに
したPPTパネルの展示

⚫クイズイベント

⚫FTコーヒー試飲会・PPTボードリレー

2025/10/01 52



「KPOPと地球を守る活動」をテーマにしたPPTパネルの展示
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FTコーヒ試飲会

コーヒーとゆず茶の提供
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地球とKPOPのPPTボードリレー
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D. グローバル市民とCitizenship

2. with Global South 共生 Citizenship

Fair Trade

2025/10/01
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問①

フェアトレードは、
よその国のことでしょう…

私たちも大変で、
あまり余裕がない。ｒ

本当に、
他人事ですか？
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1. まず、研究室（日常生活）のものを調べてみました。

① 時計 ②ケトル ③電話機
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2. まず、研究室のものを調べてみました。

④ 扇風機 ⑤ プリンター ⑥マグカップ
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3. まず、研究室のものを調べてみました。

⑦ シャツ ⑧ サーバー ⑨ ルーター

Made in Thailand

Made in China,
Product designed Japan
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問②

そうですね。しかし、
値段が高いと聞きましたが…

他人事では
ないでしょう。

では、「服」の生産費用を
調べてみましょう。
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←「処分費用」未払い、転嫁。

「朝日新聞」2018.7.3. 

■ 新品のまま捨てられる服：年間10億点、100万ton

■ 処分費用 → 途上国に転嫁 → 途上国の労働者、より低賃金

1. Fast Fashion価格は安い。
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←  途上国の労働者に
「正当な賃金」未払い

【シャツ1枚費用】 1600円(米)：450円(Ban)

【洗濯費】 90円(米)： 25円(Ban)
【原材料費】 600円(米)：400円(Ban)
【人件費】 900円(米)：26円(Ban)

： 国際労働人権協会（IGLHR）資料より

バングラデシュ衣類製造現況(括弧の中は全体輸出額)

工場数(個)

労働者数(万名)

輸出額(億$)

5年間、2倍

■安い賃金→衣類輸出 世界2位。■ 途上国「賃金」: 26/900 (1/35) 化

2. Fast Fashion 価格は安い。



2013年4月、バングラデシュ衣類工場崩壊事故
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←「安全費用」未払い3. Fast Fashion 価格は安い。

・地上8階 Rana Plaza、ダッカ近隣のSavar、
・事故予防可能、3千名そのまま作業。
・死亡者数：1,129名、負傷者数：2,500名を超える

■恋人と見られる一組の労働者が

抱きしめたまま、亡くなっている。

右の労働者の目から流れた血が、涙のように

見える。

©Taslima Akhter
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4. Fast Fashion 価格は安い。

①焼却：空気 ②染色：河川 ③農薬：大地･人間

■途上国 天･川･地･人 汚染→費用 未払い。
：年間10億点、70万t 焼却(日本) → 天の汚染

■その結果
→パキスタン・バングラデシュ大洪水（2022年６月）

→数千名死者、国土1/3水没、全人口 約15％被災（3,300万人以上）

←「汚染費用」未払い
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問③

そうですね。
全部ちゃんと支払ったら、高いですね。
結局、途上国に転嫁して…

Fast Fashion「服」が 安い理由は、
処分費用・正当な賃金・安全費用・汚
染費用を 正確に 払ってないため…

でも、それを求める
消費者がいるんでしょう。



■崩壊現場で、見つけた商品
①米 GAP, H&M, Levi’s, NIKE等

：計40ブランド代表
→ 衣類工場の安全に関する問題検討委員会発足。

②英 Primark、伊 Benetton、西 Mango
：事故工場から製品を納品されてきたと視認。

③スウェーデン H&M
：会長、より多い犠牲者が

必要ですか？
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1. バングラデシュ衣類工場崩壊、誰のせいか？

①Ban工場責任者

②下請け EU･米･韓･日 ブランド大企業



■スウェーデン H&M
：消費者の皆さん、

より多い犠牲者が
必要ですか？
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2. バングラデシュ衣類工場崩壊、誰のせいか？

①Ban工場責任者

【NY Times】
→ 自分のシャツのタグを見ろ!
→ 問題は、

あなたの肌の当たる所にある。

③消費者

②下請け EU･米･韓･日 ブランド大企業

CONSUMER,

■費用を、途上国に転嫁しない 活動を「消費者」から 行う。

→ FAIR TRADE
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世界 フェアトレード タウン

日本 フェアトレード タウン
フェアトレード 大学

問④
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「Fair Trade Townと活動学校･会社･教会等」は、4,931個（2025.09.現在）
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日本6：熊本(11), 名古屋(15), 逗子(16), 静岡(17) ,札幌・三重県いなべ(19)

韓国19：仁川・富川(17), ソウル・華城(18), 京畿道・河南(19), 仁川桂陽区(20.2)・光明(20.8)・始興(20.9)・

水原(20.10)・城南(20.12)・陽川区(21.4)・城東区(21.8)・義王・全州(21.9)・安養(21.10)・
金浦(21.12)・九老区(21.12)・城北区(22.12)     (2024.6.現在）

（2025.09.現在）

（2025.09.現在）
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【フェアトレード・タウン】

■アジア初のフェアトレードタウン熊本市 (2011.6)、 ■ 2番目の名古屋市(2015.9)、

② ①

④③

■ 3番目のフェアトレードタウンになった逗子市(2016.7)、

■ 4番目の浜松市(2017.11)、日本初のフェアトレード大学である静岡文化芸術大学(2018.2)

①



■ 4番目のフェアトレード大学 青山学院大学（東京都渋谷区）(2021.7)
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【フェアトレード・タウン】

■ 5番目のフェアトレードタウン札幌市/北海道(2019.6) ■ 6番目のいなべ市/三重県 (2019.9)

札幌学院大学 北星学園大学 青山学院大学

⑤ ⑥

④②②

■ 2番目のフェアトレード大学 札幌学院大学･北星学園大学（北海道札幌市） (2019.10)
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熊本におけるフェアトレード

問⑤

2025/10/01

①NPO東アジア共生文化センター
②熊本学園大学 FairTrade 研究会
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■活動目的
東アジアで生活している人々に対して、東アジアにおける交流、フェアトレー
ド、同地域の言語教育及び移住共生に関する文化・研究事業を行い、持続可能
な東アジア市民社会と共に東アジアにおけるフェアトレードの実現を通して、
東アジアの人々が共に生きる環境作りに寄与する。

1．NPO法人東アジア共生文化センター

since 2009
熊本学園大学 申研究室
https://www.witheastasia.org

■事業内容
(1) 東アジアの国際交流・フェアトレード事業
(2) 東アジアの言語教育事業
(3) 東アジアの共生映画祭事業
(4) 東アジアの共生に関する研究調査事業
(5) 東アジアの共生に関する出版事業
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1．NPO法人東アジア共生文化センター

■くまもと SDGs ロゴマーク
（石垣ロゴマーク）使用承認

■世界フェアトレード機構(WFTO)認証取得
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2．クマガクFT研究会

■東アジア共生Café
@東アジア共生映画祭

：熊本日日新聞の記事
（2013年10月23日）
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■OPEN 2014.5.12. / 14号館2階

2．クマガクFT研究会

■ OPEN セレモニー
TKU、RKK、JCN、KAB、熊日、
くまもと経済など、多くのマス
コミがかけつけました。2025/10/01 79


